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「空家」の表記は、送り仮名の付け方（昭和 48（1973）年内閣告示第

2 号）によれば「空き家」ですが、「空家等対策の推進に関する特別措置

法」では「空家」として使用されています。なお、本計画においては、

原則として「空家」と統一した表記としています。 
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第１章 計画の趣旨と位置づけ 

１．計画の背景と目的 

近年、わが国は少子高齢化の進行による人口減少時代を迎え、家族構成の変

化、社会的ニーズの多様化、既存の住宅や建築物の老朽化などを背景に、居住

その他の使用がなされていない空家が全国的に増加しています。 

空家の中には、適切な管理が行われずに放置された結果、防災・安全、衛生、

環境、景観などの面で様々な問題を生じさせ、地域住民の生活環境に多大な影

響を及ぼしているものもあります。今後、空家の数が増加を続ければ、空家が

もたらす問題は、より一層深刻化することが懸念されます。 

一方で、利活用が可能な空家は、有用な地域資源になり得るという側面もあ

ります。地域コミュニティにおける課題解決や移住・定住の促進など、空家を

有効に活用することにより、魅力あるまちづくりに生かされる可能性もあり

ます。 

このような中で、国は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、

公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的に、平成 26（2014）年

11 月 27 日に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（平成 26 年法律第

127 号。以下「空家法」という。）を制定し、平成 27（2015）年２月 26 日

に一部施行、同年５月 26 日に全面施行しました。 

空家は、個人の財産であり、所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）

が自ら適切な管理に努め、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないようにする

ことが原則ですが、今後もさらに増加を続けると考えられる空家の発生を抑

制するとともに、空家の適切な管理や有効活用を促進し、管理不全な状態の空

家への対策を講じるなど、空家に関する対策を総合的かつ計画的に推進する

ために、「島本町空家等対策計画」（以下「本計画」という。）を策定しました。 
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２．計画の概要 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、空家法第 6 条第 1 項に基づく「空家等対策計画」であり、空家

法及び「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な

指針」（平成 27 年２月 26 日付け総務省・国土交通省告示第１号。以下「基本

指針」という。）に即し、現状と課題を踏まえ、本町における空家等対策を総

合的かつ計画的に推進するために策定するものです。 

計画の位置づけ 

 

他の関連計画

大阪府

国

島本町空家等対策計画

他

島本町まち・ひと・しごと創生総合戦略

住生活基本計画

（全国計画）

島本町都市計画マスタープラン

空家等に関する施策を

総合的かつ計画的に
実施するための基本的な指針

住生活基本法

空家等対策の推進に
関する特別措置法

島本町総合計画

住まうビジョン・大阪
(住生活基本計画）

空家総合戦略・大阪

上位計画
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本計画は、大阪府が策定した「住まうビジョン・大阪」及び「空家総合戦略・

大阪」、本町のまちづくりの指針である「島本町総合計画」を踏まえるととも

に、他の関連計画（「島本町まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「島本町都市

計画マスタープラン」等）との整合・連携を図るものとします。 

 

（２）計画期間 

計画期間は、令和 2（2020）年度から令和 11（2029）年度までの 10 年間

とします。ただし、計画期間内であっても、社会・経済情勢の変化、国・大阪

府の動向、法・制度の改正等を踏まえ、必要に応じて見直し等を行うこととし

ます。 

 

（３）対象とする地区 

本計画で対象とする地区は、島本町全域とします。 

 

（４）対象とする空家 

本計画で対象とする空家は、空家法第２条第１項に規定する「空家等」、及

び同条第２項に規定する「特定空家等」とします。 

なお、空家の利活用の促進では、「空家等」以外に、マンション・長屋の「空

家空室等」も含めることとします。 

 

空家等（空家法第 2 条第 1 項） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていな

いことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含

む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

特定空家等（空家法第 2 条第 2 項） 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著

しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことに

より著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 
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第２章 空家の現状と課題 

１．島本町の特性について 

（１）位置と地勢 

本町は、木津川・宇治川・桂川の３つの川が合流する淀川の右岸に位置し、

大阪府の北東部、京都府との府境にあり、東は淀川を隔てて枚方市、京都府八

幡市と相対し、南及び西は高槻市、北は京都市及び京都府長岡京市、大山崎町

に隣接しています。  

町域面積は 16.81 ㎢で、全体の約 7 割を山岳丘陵地が占め、淀川に面した

南部の平坦地に市街地が形成されています。 

古くから、水路（淀川）や陸路（旧西国街道）など、京都盆地から大阪平野

へ抜ける交通の要衝であり、現在は、JR 東海道新幹線、東海道本線、阪急京

都線、名神高速道路、国道 171 号の主要幹線が町域を通っています。 

また、淀川水系の清流「水無瀬川」が中央部を流れ、水無瀬川の伏流水であ

る「離宮の水」は大阪府内で唯一、環境庁（現環境省）認定の「名水百選」に

選ばれています。 

古くからの交通の要衝であり、きれいな水が豊富にある自然環境という立

地から、大正末期にはウイスキー蒸溜所や紡績工場が建設され、大阪近郊の工

業地として発展してきました。戦後は、都市圏の拡大に伴って企業立地や住宅

開発が進み、高度経済成長期には人口が急速に増加しました。 

その後、急速な都市化の波は沈静化し、平成に入ってからは、人口はほぼ横

ばいで推移していますが、平成 20（2008）年３月に JR 島本駅が開業し、大

規模マンション建設などにより、平成 23（2011）年には総人口が約８年ぶり

に３万人を超えました。 
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島本町地図 

資料：島本町ホームページ 
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（２）土地利用 

本町は、町域の全域（1,681ha）が都市計画区域であり、そのうち市街化区

域が約 2 割（354ha）、市街化調整区域が約 8 割（1,327ha）を占めています。 

土地の利用状況では、山林及び原野（ゴルフ場を含む）を合わせると 7 割

以上を占め、宅地は 1 割強となっています。 

【表-1】 都市計画区域と用途地域の面積 

資料：島本町都市創造部都市計画課（令和元（2019）年 9 月） 

※ 上記の面積は概数のため実際の面積とは異なります。なお、第一種低層住居専用

地域には市街化調整区域を含みます。 

土地利用の状況 

資料：平成 27（2015）年度 都市計画基礎調査 

宅地 12.3%

商業地 0.5%

工業地 2.9%

官公署・公共施設・学校

1.7%

道路・鉄道 2.5%

公園・緑地・運動場

1.7%

農地 2.3%

山林 61.0%

原野(ゴルフ場を含

む) 10.6%

河川・池 1.8%
その他 2.6%

区域 面積 (ha) 割合 (％)

都市計画区域 1,681 100.0%

うち　市街化区域 354 21.1%

うち　市街化調整区域 1,327 78.9%

用途地域 面積 (ha) 割合 (％)

第一種低層住居専用地域 30 8.3%

第一種中高層住居専用地域 112 31.1%

第二種中高層住居専用地域 68 18.9%

第一種住居地域 30 8.3%

第二種住居地域 32 8.9%

近隣商業地域 8.5 2.4%

準工業地域 80 22.2%

360.5 100.0%
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（３）人口と世帯数 

① 総人口 

本町の総人口は、町制施行時の昭和 15（1940）年には 6,056 人でした

が、昭和 40 年代（1965～74 年）以降、住宅開発が進んで人口は急速に

増加し、町制施行時の約 5 倍となる３万人台に到達しました。 

近年は３万人台を維持し、現在、大型マンション建設などの大規模な住

宅開発が進んでおり、今後しばらくは人口の増加が続くと想定されます。 

本町の総人口の推移（各年 10 月 1 日時点） 

資料：平成 30（2018）年度版 島本町統計書 

※ 昭和 45（1970）年以前は国勢調査、昭和 50（1975）年以降は住民基本台帳人

口と外国人登録人口の合計数（各年 10 月 1 日時点） 
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0
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② 年齢 3 区分別人口 

年齢３区分別にみると、年少人口（0～14 歳）は、平成 25（2013）年

をピークに、その後は 4,400 人程度で推移しています。生産年齢人口（15

歳～64 歳）は、平成 25（2013）年までは 19,000 人台で推移していまし

たが、それ以降は減少に転じています。 

一方、高齢者人口（65 歳以上）は一貫して増加傾向にあり、平成 31（2019）

年には 8,530 人、総人口に占める 65 歳以上の割合は 27.4％と過去最高

となっています。それに伴い、総人口に占める 75 歳以上の割合も上昇を

続け、平成 31（2019）年には 12.9％となっています。 

本町においても、高齢化が急速に進んでいる現状がうかがえます。 

年齢 3 区分別人口・65 歳以上人口割合・75 歳以上人口割合の推移 

（各年 4 月 1 日時点） 

資料：住民基本台帳 

 

  

4,170 4,205 4,163 4,131 4,247 4,352 4,501 4,465 4,444 4,448 4,430 4,413 4,485 
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③ 世帯数 

本町の世帯数は、平成 30（2018）年には 13,000 世帯となっています。 

一方、一世帯当たりの人員は、核家族化や単身世帯の増加により減少し

ており、平成 30（2018）年には 2.35 人となっています。 

世帯数と 1 世帯当たりの世帯員数（各年 10 月 1 日時点） 

資料：平成 30（2018）年度版 島本町統計書 

※ 平成 10（1998）年度からの世帯数については、事業所の寮世帯数等を含みます。 
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④ 総人口の将来推計 

本町が行った将来の人口予測では、令和元（2019）年以降、住宅開発に

よる人口増※が見込まれ、ピーク時で、平成 30（2018）年当初と比較して

1,600 人～2,200 人程度の人口増が予想されます。人口は、令和７～８

（2025～2026）年頃にピークを迎えたのち、減少傾向で推移していく予

想となっています。予測の最終年である令和 22（2040）年頃には、推計

１で29,000人台半ば、推計２で30,000人台前半まで減少する予想です。 

※ 今後想定される住宅の開発規模が 1,500 人程度を「推計１」、開発規模が 2,500

人程度を「推計２」として予測しています。 

総人口の将来推計 

資料：島本町「第五次総合計画の策定に係る人口推計資料」（令和元（2019）年推計） 
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２．住宅・土地統計調査による空家の現状 

① 全国・大阪府の空家数と空家率 

全国の住宅数と空家数は年々増加しており、平成 30（2018）年には、

空家数は約 848 万 9 千戸、空家率は 13.6％と過去最高となっています。 

全国の空家数と空家率の推移 

資料：総務省統計局「住宅・土地統計調査」 

※ 調査の対象となる「住宅」とは、一戸建の住宅やアパートのように完全に区画さ

れた建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができるように建

築又は改造されたものをいいます。 

※ 住宅・土地統計調査は、一定条件に基づく抽出調査であり、調査結果の数値は推

計値となっています。また、この調査における「空家」には、空家法で規定する

「空家等」の定義とは異なり、共同住宅等の空室も含まれます。 
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大阪府においても、住宅数と空家数は増加傾向で推移しています。とり

わけ、空家率は全国よりも高い水準となっており、平成 15（2003）年以

降は 14％～15％台で推移しています。 

大阪府の空家数と空家率の推移 

資料：総務省統計局「住宅・土地統計調査」 

 

② 島本町の空家数と空家率の推移 

本町の空家数や空家率は、調査年度によって差があるものの、全国や大

阪府よりも低い水準で推移しています。 

島本町の空家数と空家率の推移 

資料：総務省統計局「住宅・土地統計調査」 
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③ 北大阪地域 9 市町との比較 

北大阪地域 9 市町で比較すると、本町の空家率は比較的低いですが、そ

の内訳を見ると、市場に流通している「賃貸用の住宅」・「売却用の住宅」、

別荘等の「二次的住宅」を除く「その他の住宅」が 880 戸で、総住宅数に

おける「その他の住宅」の空家率は 6.5％と高い水準となっています。 

【表-2】 北大阪地域 9 市町の総住宅数と空家数（平成 30 年） 

資料：総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査」 

※ 人口 1 万 5 千人未満の町村は対象外につき、能勢町は含まれていません。 

北大阪地域 9 市町の空家率・その他の住宅の空家率 

資料：総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査」 

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

豊中市 201,530 30,830 1,000 19,170 2,670 7,980

池田市 53,120 6,660 120 4,250 310 1,980

吹田市 210,910 38,710 170 28,570 4,320 5,650

高槻市 165,120 17,020 470 9,320 1,120 6,110

茨木市 135,270 14,690 570 9,600 810 3,710
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住宅・土地統計調査における「空家」について 

住宅・土地統計調査においては、「住宅」の要件を満たしているもののうち、

ふだん人が居住しているか否か（概ね３か月以上の居住の有無）によって、「居

住世帯のある住宅」と「居住世帯のない住宅」に区分しています。 

「居住世帯のない住宅」のうち、「一時現在者のみの住宅」を除いた、次表に

おける「二次的住宅」、「賃貸用の住宅」、「売却用の住宅」及び「その他の住宅」

を「空家」と定義しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表-3】 住宅・土地統計調査における「空家」の区分 

 

住宅

一時現在者のみの住宅

二次的住宅 別荘

その他

空家

建築中の住宅

その他の住宅

賃貸用の住宅

売却用の住宅

居住世帯のない住宅

居住世帯のある住宅

賃貸用の住宅

売却用の住宅 新築・中古を問わず、売却のために空家になっている住宅

その他の住宅

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などの

ため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのため

に取り壊すことになっている住宅など （※空家の区分の判断が困

難な住宅を含む）

建築中の住宅

住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、戸締まりが

できるまでにはなっていないもの（鉄筋コンクリートの場合は、外壁

が出来上がったもの） なお、戸締まりができる程度になっている場

合は、内装が完了していなくても、「空家」とした。 また、建築中の

住宅でも、ふだん人が居住している場合には、建築中とはせずに

人が居住している住宅とした。

二次的住宅

別荘
週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用さ

れる住宅で、ふだんは人が住んでいない住宅

その他
ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに

寝泊まりするなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅

新築・中古を問わず、賃貸のために空家になっている住宅



15 

 

３．島本町空家等実態把握調査 

町内における空家の現状を調査・把握し、空家等対策を総合的かつ計画的に

推進するための基礎資料を作成することを目的として、平成 30（2018）年度

に「島本町空家等実態把握調査」を実施しました。 

 

（１）現地調査の概要 

【表-4】 現地調査の概要 

 

町内全域を対象に、水道データ（水道が１年以上閉栓又は１年間の水道使用

量 0 ㎥）、及び町が把握している空家を収集・整理し、航空写真との重ね合わ

せにより共同住宅等（調査対象外）を除外し、現地調査対象となる空家候補

282 件を抽出しました。 

空家候補 282 件及び現地で見つけた空家と思われる 4 件について、現地調

査を行ったところ、129 件を空家と判定しました。 

【表-5】 空家判定結果 

 

  

「空家」と判定＝129 件 

 

① 調査区域 島本町全域

② 調査対象 共同住宅を除く

③ 現地調査期間 平成30（2018）年9月26日～11月12日

空家判定 内容 件数 合計

① 居住又は使用なし 95件

② 空家可能性 27件

③ 判定困難 7件

④ 居住又は使用あり 68件

⑤ 調査対象外（空地、集合住宅など） 29件

⑥ 長屋等の一部に居住有 53件

ー ⑦ 空家と判定した長屋等の他室 7件 7件

129件

150件

286件

空家

空家ではない

合計
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（２）空家の地域分布 

空家と判定した 129 件について、「島本町都市計画マスタープラン」におけ

る地域区分によって分布状況をみると、「青葉・水無瀬・広瀬・山崎地域」が

88 件（68.2％）と最も多く、次いで「桜井・百山・東大寺・山崎・若山台・

尺代地域」が 38 件（29.5％）と続き、この 2 地域に町全体の空家の 9 割以

上が集中しています。 

一方、山岳丘陵地に属する「大沢地域」は 0 件、淀川の河川敷に近い「江

川・高浜地域」は 3 件であり、本町の空家は平野部、とりわけ名神高速道路と

阪急京都線の間の市街地に多く集中していることが分かります。 

なお、空家率（空家数／建物数）も「青葉・水無瀬・広瀬・山崎地域」が最

も高く、2.5%となっています。 

【表-6】 地域別の空家数と空家率（単位：件・％） 

空家の地域分布 

江川・高浜地域

3件 (2.3%)

青葉・水無瀬・

広瀬・山崎地域

88件 (68.2%)

桜井・百山・

東大寺・山崎・

若山台・尺代地域

38件 (29.5%)

大沢地域

0件 (0.0%)

地域 空家数
町全体に

占める割合
建物数 空家率

江川・高浜地域 3 2.3 574 0.5

青葉・水無瀬・広瀬・山崎地域 88 68.2 3,473 2.5

桜井・百山・東大寺・山崎・

若山台・尺代地域
38 29.5 2,046 1.9

大沢地域 0 0.0 55 0.0

島本町全体 129 100.0 6,148 2.1
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地域区分別の空家率  

国土地理院の電子地形図（タイル）に空家率を追記して掲載 
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（３）空家の状況 

① 建物の規模や建て方、駐車スペース 

建物の規模では「２階建て」が 85 件（65.9％）と最も多く、建物の建

て方では「戸建て」が 112 件（86.8％）と最も多くなっています。空家の

中には駐車場・駐車スペースの無いものが 83 件（64.3％）あります。 

建物の規模 

建物の建て方 

駐車場・駐車スペース 

38

85

3

3

0 25 50 75 100

① 平屋

② 2階建て

③ 3階建て

④ 確認できない

(件)【規模】

① 平屋

② 2階建て

③ 3階建て

④ 確認できない

①

29.5%

②

65.9%

③ 2.3% ④ 2.3%

112

17

0 25 50 75 100 125

① 戸建て

② 長屋等

(件)【建て方】

① 戸建て

② 長屋等 ①

86.8%

② 13.2%

41

83

5

0 25 50 75 100

① 有

② 無

③ 不明

(件)【駐車場・駐車スペース】

① 有

② 無

③ 不明

①

31.8%

②

64.3%

③ 3.9%
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② 老朽化や危険度の状況 

屋根は「問題なし」が 94 件（72.9%）、外壁は「問題なし」が 102 件

（79.1％）となっています。一方、部材の剥落、腐朽、破損等がある空家

も一定数存在し、そのうち、周辺への影響が懸念される空家が 9 件（7.0％）

あります。 

屋根の状況 

外壁の状況 

周辺への危険度 

94

15

4

16

0 25 50 75 100

① 問題なし

② 屋根ふき材の一部に剥落又はずれ

がある

③ 屋根ふき材に著しい剥落が見られ

る、軒裏が垂れ下がっている

④ 確認できない

(件)【屋根】

① 問題なし

② 屋根ふき材の一部に剥落又は

ずれがある

③ 屋根ふき材に著しい剥落が見

られる、軒裏が垂れ下がってい

る

④ 確認できない

①

72.9%

②

11.6%

③ 3.1% ④ 12.4%

102

17

3

1

6

0 25 50 75 100 125

① 問題なし

② ひび割れ、錆が発生しているが危…

③ 仕上げ材の剥落、腐朽、破損に…

④ 仕上げ材の剥落・腐朽・破損によ…

⑤ 確認できない

(件)【外壁】

① 問題なし

② ひび割れ、錆が発生しているが

危険性はない

③ 仕上げ材の剥落、腐朽、破損に

より、一部下地が露出している

④ 仕上げ材の剥落・腐朽・破損に

より、一部下地が著しく露出して

いる、穴が開いている

⑤ 確認できない

①

79.1%

② 13.2%

③ 2.3% ④ 0.8%

⑤ 4.7%

116

9

4

0 25 50 75 100 125

① 問題なし

② 屋根の落下・外壁の剥落の可能

性有

③ 確認できない

(件)【周囲への影響度】

① 問題なし

② 屋根の落下・外壁の剥落の

可能性有

③ 確認できない

①

89.9%

② 7.0% ③ 3.1%
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③ 樹木・雑草の繁茂、ごみ、衛生面の状況 

樹木は空家全体の約 4 割、雑草は全体の約 6 割が手入れされていない状

況です。また、敷地にごみが堆積している空家もあり、一部は臭気等が発

生し、衛生面で悪影響を及ぼしている空家も存在します。 

樹木の状況 

雑草の状況 

ごみ堆積物の状況 

79

25

25

0 25 50 75 100

① 問題なし

② 手入れ無

③ 手入れ無で敷地外に突出している

(件)【樹木】

① 問題なし

② 手入れ無

③ 手入れ無で敷地外に突出

している

①

61.2%

② 19.4%

③ 19.4%

51

64

14

0 25 50 75

① 問題なし

② 手入れ無

③ 手入れ無で敷地外に突出している

(件)【雑草】

① 問題なし

② 手入れ無

③ 手入れ無で敷地外に突出

している

①

39.5%

②

49.6%

③ 10.9%

100

9

1

19

0 25 50 75 100 125

① 問題なし

② 敷地内で堆積している

③ 敷地外まであふれている

④ 確認できない

(件)【ごみ堆積物】

① 問題なし

② 敷地内で堆積している

③ 敷地外まであふれている

④ 確認できない

①

77.5%

②

7.0%

③ 0.8% ④ 14.7%



21 

 

衛生面の影響 

 

 

（４）空家の危険度判定 

① 危険度判定結果 

空家と判定された 129 件について、国土交通省「外観目視による住宅の

不良度判定の手引き」等を参考に調査指標に対する点数を設定し、Ａ～Ｄ

の 4 段階による危険度判定を行いました。 

【表-7】 危険度判定表 

 

「改修工事により再利用が可能」なＣ判定が 37 件（28.7％）、「修繕が

ほとんど必要ない」Ｄ判定の空家が 82 件（63.6％）で、Ｃ判定とＤ判定

を合わせると全体の約 9 割以上を占めました。一方、危険度が高く解体が

105

5

1

18

0 25 50 75 100 125

① 問題なし

② ごみが散乱し、臭気が発生している

③ ごみが散乱し、ネズミ、ハエ、蜂が多

数発生している、汚物が放置されている

④ 確認できない

(件)【衛生面】

① 問題なし

② ごみが散乱し、臭気が発生して

いる

③ ごみが散乱し、ネズミ、ハエ、蜂

が多数発生している、汚物が

放置されている

④ 確認できない

①

81.4%

②

3.9%

③ 0.8%
④ 14.0%

評価 内容 点数 件数

【危険度が高く解体が必要】

倒壊や飛散等の危険が切迫し、周辺への影響度、緊

急性が極めて高い

【老朽化が著しい】

直ちに倒壊や建築資材の飛散等の危険性はないが、

維持・管理が行き届いておらず、損傷が激しい

【改修工事により再利用が可能】

維持・管理が行き届いておらず、損傷もみられるが、当

面の危険性はない

【修繕がほとんど必要ない】

小規模の修繕により、再利用が可能

1件

(0.8％)

9件

(7.0％)

37件

(28.7％)

82件

(63.6％)

A

B

C

D

100以上

50以上

100未満

20以上

50未満

0以上

20未満
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必要と思われるＡ判定の空家は１件（0.8％）ありました。 

危険度判定結果 

 

② 空家の危険度と区域別の関係 

本町の空家は、町域の約 2 割を占める市街化区域内に集中しており、120

件（93.0％）と大多数を占めています。町域の約 8 割を占める市街化調整

区域では、空家は 9 件（7.0％）となっています。 

市街化区域内の空家を用途地域別にみると、「第二種中高層住居専用地

域」が 47 件（36.4％）と最も多く、次いで「第一種低層住居専用地域」

が 27 件（20.9％）、「第一種中高層住居専用地域」が 26 件（20.2％）と

続きます。 

【表-8】 区域・用途地域別にみた空家の状況（単位：件・％） 

※ 上記の用途地域は令和元（2019）年 9 月 20 日現在の状況によります。 

 

 

A B C D 町全体 構成比

市街化区域 1 8 33 78 120 93.0

第一種低層住居専用地域 0 1 8 18 27 20.9

第一種中高層住居専用地域 0 1 12 13 26 20.2

第二種中高層住居専用地域 1 4 6 36 47 36.4

第一種住居地域 0 1 6 8 15 11.6

第二種住居地域 0 0 0 1 1 0.8

近隣商業地域 0 0 1 2 3 2.3

準工業地域 0 1 0 0 1 0.8

市街化調整区域 0 1 4 4 9 7.0

合計 1 9 37 82 129 100.0

1

9

37

82

0 25 50 75 100

A

B

C

D

(件)

【危険度判定】

A

B

C

D

A 0.8% B 7.0%

C

28.7%D

63.6%



23 

 

なお、空家の危険度と市街化区域・市街化調整区域との関係は、次のグ

ラフのようになっています。 

空家の危険度と市街化区域・市街化調整区域との関係 

 

③ 空家の危険度と接道・未接道の関係 

空家の危険度と接道状況（接道・未接道）との関係をみると、未接道の

空家が全体で 24 件（18.6％）存在します。未接道の空家の中には、「修繕

がほとんど必要ない」Ｄ判定の空家 15 件が含まれるものの、将来の建替

え等を考慮すると市場性が劣る等の課題があります。 

※ 「接道・未接道」は、対象の空家が建築基準法上の道路に接している場合は「接

道」、接していない場合は「未接道」としました。 

【表-9】 空家の危険度と接道・未接道の関係（単位：件・％） 

空家の危険度と接道・未接道との関係 

 

A B C D 町全体 構成比

接道 1 9 28 67 105 81.4

未接道 0 0 9 15 24 18.6

合計 1 9 37 82 129 100.0

A 1 

B

8 

B

1 

C

33 

C

4 

D

78 

D

4 

0 20 40 60 80 100 120

市街化区域

市街化調整区域
A B C D

(件)

A 1 

B

9 

C

28 

C

9 

D

67 

D

15 

0 20 40 60 80 100 120

接道

未接道
A B C D

(件)
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（５）意向調査の概要 

現地調査において空家と判定した建物の所有者等に対して、その住宅の利

用や維持・管理の状況、今後の利用意向等を確認するためのアンケート形式に

よる意向調査を実施しました。 

【表-10】 意向調査の概要 

【表-11】 意向調査の主な調査項目 

 

 

 

  

① 配布票数 121票

③ 配布方法 郵送による

④ 回収方法 郵送による

⑤ 総回収票数 有効回答65票

⑥ 回収率 53.7%

② 実施時期
平成30（2018）年11月22日

　～平成31（2019）年3月25日

対象建物と所有者等の関係

建物管理者と所有者等の関係、年齢

現在の使用状況、使用頻度

現在の使用状況になった時期、理由

建物の基本概要

維持・管理の実態

維持・管理の実施主体

維持・管理で困っていること

利活用についての意向

利活用の時期、利活用の方法

町からの情報提供に対する意向

自由意見等
⑤ その他

① 対象建物について

利活用、解体除去にあたっての問題点

（利活用、解体・除去をしない理由）

② 対象建物の現状

③ 維持・管理の状況

④ 今後の利活用等の意向
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（６）意向調査の主な結果 

① 建物管理者の年齢 

「70 歳以上」が 26 件（42.6％）と最も多く、次いで「60～69 歳」が

19 件（31.1％）と続きます。建物管理者の 7 割以上を 60 歳以上が占め

ています。 

管理されている方の年齢（n=61/SA※） 

 

※ 「（６）意向調査の主な結果」で、単一回答は「SA（シングルアンサー）」、複数回

答は「MA（マルチアンサー）」と表記しています。 

 

② 建物の現在の使用状況 

「使用していない」が 20 件（33.9％）と最も多く、次いで「物置、倉

庫として使用」が 14 件（23.7％）と続きます。 

※ 「その他」の内訳：「売却予定」、「賃貸で入居未定」、「利用予定が決まっている」

等。 

② 30～39歳 1.6%

③ 40～49歳

9.8%

④ 50～59歳

14.8%

⑤ 60～69歳

31.1%

⑥ 70歳以上

42.6%

※ 「① 30歳未満」は回答なし
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建物の現在の使用状況（n=61/SA）※無回答 2 

 

③ 現在の使用状況になった時期 

およそ「2～5 年前」が 16 件（36.4％）と最も多く、次いで「10 年以

上前」が 15 件（34.1％）と続きます。 

※ 「② 建物の現在の使用状況」が「常時使用」、「解体済」、「売却・譲渡済」、「貸家」

以外の回答者を対象。 

今の使用状況になった時期（n=48/SA）※無回答 4 

① 常時、自分または親族等が

住んでいる 5.1%

④ 売却済、譲渡済 3.4%

⑤ 貸家（入居者・

入居予定あり） 10.2%

⑥ 時々、過ごすための家として

使用（季節限定、正月やお盆

などの期間での使用） 5.1%

⑦ 時々、仕事場、

作業場として使用 1.7%

⑧ 物置、倉庫として使用

23.7%

⑨ 売却先又は賃貸の

入居者の募集をしている

10.2%

⑩ 使用していない

33.9%

⑪ その他 6.8%

※ 「② 常時、事務所や店舗として使用している」、「③ 解体済」は回答なし

① 1年以内

9.1%

② 2～5年前

36.4%

③ 6～9年前

20.5%

④ 10年以上前

34.1%
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④ 現在の使用状況になった理由 

「入居・使用していた人が施設入所、入院したため」及び「貸借人が転

居したため」が 10 件（21.7%）と最も多く、次いで「相続等により取得

したが使用者がいないため」及び「その他」が 8 件（17.4％）と続きます。 

※ 「② 建物の現在の使用状況」が「常時使用」、「解体済」、「売却・譲渡済」、「貸家」

以外の回答者を対象。 

※ 「その他」の内訳：「使用者が亡くなった」、「老後のため」等。 

今の使用状況になった理由（n=48/SA）※無回答 2 

 

  

① 転勤などで長期不在のため

2.2%
② 他所に

転居したため

10.9%

③ 貸借人が

転居したため

21.7%

④ 入居・使用

していた人が

施設入所、入院したため

21.7%

⑤ 居住用以外として

取得したため

（セカンドハウス、

作業場など） 4.3%

⑥ 相続等により

取得したが

使用者がいないため

17.4%

⑦ 相続人が

決まらないため

4.3%
⑧ その他

17.4%
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⑤ 建物の建築時期 

およそ「30～49 年前」が 18 件（40.0％）と最も多く、次いで「50 年

以上前」が 16 件（35.6%）と続きます。 

建物の建築時期（n=48/SA）※無回答 3 

 

⑥ 維持・管理の実施主体 

「建物の主な管理者本人が維持管理している」が 27 件（65.9％）と最

も多く、次いで「親族が維持管理している」が 10 件（24.4%）と続きま

す。 

※ 「その他」の内訳：「社会福祉法人」、「成年後見人」等。 

維持・管理の実施主体（n=48/SA）※無回答 2 

① 建物の主な

管理者本人が

維持管理している

65.9%

② 親族が維持

管理している

24.4%

④ 管理会社や

ＮＰＯ法人等へ

委託している

2.4%

⑤ その他 7.3%

※ 「③ 親族以外の知人へお願いしている」は回答なし

① 20～29年前

4.4%

② 30～49年前

40.0%

③ 50年以上前

35.6%

④ 不明

20.0%
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⑦ 維持・管理で困っていること 

「現住所から距離が遠い」及び「修繕に係る費用の負担が大変」が 13 件

（17.3%）と最も多く、次いで「管理の手間が大変」及び「身体的・年齢

的な問題」が 12 件（16.0%）と続きます。 

※ 「その他」の内訳：「相続が決まらない為」、「成年後見人が管理しているため、細

かい所まで手がまわらない。」等。 

維持・管理について困っていること（n=48/MA）※無回答 6 

 

 

  

12

12

13

13

3

0

5

3

0

8

6

0 5 10 15

① 管理の手間が大変

② 身体的・年齢的な問題

③ 現住所から距離が遠い

④ 修繕に係る費用の負担が大変

⑤ 管理を頼める相手を探すのが大変

⑥ 管理の委託料が高い

⑦ 安心して管理委託できる業者がわからない

⑧ 管理の後継者がいない

⑨ 権利等が複数のため管理の責任者が決まって…

⑩ 困っていない

⑪ その他

(件)

① 管理の手間が大変

② 身体的・年齢的な問題

③ 現住所から距離が遠い

④ 修繕に係る費用の負担が大変

⑤ 管理を頼める相手を探すのが大変

⑥ 管理の委託料が高い

⑦ 安心して管理委託できる業者がわから

ない

⑧ 管理の後継者がいない

⑨ 権利等が複数のため管理の責任者が

決まっていない

⑩ 困っていない

⑪ その他
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⑧ 利活用についての意向 

「利活用の予定がある、または将来的には利活用したい」が 13 件

（28.9％）と最も多く、次いで「条件次第で利活用を考えたい」が 12 件

（26.7％）、「建物を利活用するつもりはない」が 10 件（22.2％）と続き

ます。 

利活用についての意向（n=48/SA）※無回答 3 

  

① 利活用の予定がある、

または将来的には

利活用したい 28.9%

② 条件次第で

利活用を考えたい

26.7%

③ 建物を利活用

するつもりはない

22.2%

④ 建物を解体除去し、

解体後の土地の活用を

考えたい 17.8%

⑤ わからない 4.4%
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⑨ 利活用の方法 

「売却したい」が 11 人（28.2%）と最も多く、次いで「将来自分また

は家族・親族が住む」が 8 人（20.5%）と続きます。 

※ 「⑧ 利活用についての意向」が「予定がある、将来的にしたい」、「条件次第で考

えたい」回答者を対象。 

利活用の方法（n=25/MA）※無回答 1 

 

⑩ 利活用、解体除去にあたっての問題点 

「解体して更地になると固定資産税が上がる」が 9 件（11.5%）と最も

多く、次いで「どこに相談したらよいか、誰に頼めばよいか分からない」

及び「愛着があり他人には賃貸、売却できない」が 8 件（10.3％）、「仏壇

や荷物が置いたままであり、その処分に困っている」が 7 件（9.0%）と

続きます。 

※ 「⑧ 利活用についての意向」が「予定がある、将来的にしたい」、「条件次第で考

えたい」回答者を対象。 

※ 「その他」の内訳：「親族が現状のまま残しておきたいと希望しているため」、「誰

にとっても買う意味のない家である。」、「子供が土地を利用する可能性があるが、

時期が未定」等。 

 

11

5

8

4

3

4

2

2

0 5 10 15

① 売却したい

② 賃貸住宅や事業所等として貸し出したい

③ 将来自分または家族・親族が住む

④ 自らの所有物の保管場所として使用する

⑤ セカンドハウスとして時々住む（短期～長期滞…

⑥ ほかの用途に自分または家族が使用したい

⑦ 自治体や地域、ＮＰＯ等に活用してもらいたい…

⑧ その他

(件)

① 売却したい

② 賃貸住宅や事業所等として貸し出したい

③ 将来自分または家族・親族が住む

④ 自らの所有物の保管場所として使用する

⑤ セカンドハウスとして時々住む（短期～長期

滞在）ために維持する

⑥ 管理の委託料が高い

⑦ 自治体や地域、ＮＰＯ等に活用してもらいた

い（公共スペースや地域活動の拠点として）

⑧ その他
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利活用・解体除去にあたっての問題点（n=48/MA）※無回答 8 

 

 

 

  

8

5

1

4

8

4

6

9

5

4

3

7

1

3

3

7

0 5 10

① どこに相談したらよいか、誰に頼めばよいか分からない

② 賃貸・売却したいが良い相手が見つからない、賃貸…

③ 田畑や山林があり、賃貸、売却が困難である

④ 接道の問題があり、賃貸、売却が困難である

⑤ 愛着があり他人には賃貸、売却できない

⑥ 期限付きで貸し出しても良いが、期間終了後に自…

⑦ 解体費用の支出が困難で解体できない

⑧ 解体して更地になると固定資産税が上がる

⑨ リフォームなどの費用の支出が困難で利活用できない

⑩ 権利者関係でもめている（相続問題）

⑪ 先祖代々の家であり、自分だけでは判断できない

⑫ 仏壇や荷物が置いたままであり、その処分に困っている

⑬ 長屋なので除去できない

⑭ いつかは帰りたいと思っている

⑮ 資産として保有しておきたいと思っている

⑯ その他

(件)

① どこに相談したらよいか、誰に頼めばよいか分から
ない

② 賃貸・売却したいが良い相手が見つからない、賃
貸料・売却の折り合いがつかない

③ 田畑や山林があり、賃貸、売却が困難である

④ 接道の問題があり、賃貸、売却が困難である

⑤ 愛着があり他人には賃貸、売却できない

⑥ 期限付きで貸し出しても良いが、期間終了後に
自分や家族で使用できるか不安がある

⑦ 解体費用の支出が困難で解体できない

⑧ 解体して更地になると固定資産税が上がる

⑨ リフォームなどの費用の支出が困難で利活用でき
ない

⑩ 権利者関係でもめている（相続問題）

⑪ 先祖代々の家であり、自分だけでは判断できな

い

⑫ 仏壇や荷物が置いたままであり、その処分に困っ
ている

⑬ 長屋なので除去できない

⑭ いつかは帰りたいと思っている

⑮ 資産として保有しておきたいと思っている

⑯ その他
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⑪ 町からの情報提供に関する要望 

「空き家解体費の支援に関する情報提供」が 16 件（30.2%）と最も多

く、次いで「残存家財の片付け・処分等のサービスの情報提供」が 12 件

（22.6%）、「維持管理を安心して委託できる仕組や組織・業者の紹介」が

11 件（20.8％）と続きます。 

※ 「その他」の内訳：「屋根の修理（瓦など）」、「買取先の紹介」等。 

 

町からの情報提供に関する要望（n=48/MA）※無回答 11 

 

 

 

  

11

16

5

12

3

6

0 5 10 15 20

① 維持管理を安心して委託できる仕組みや組織・業…

② 空き家解体費の支援に関する情報提供

③ 相続・権利関係等の法律に関する相談窓口の紹介

④ 残存家財の片付け・処分等のサービスの情報提供

⑤ 空き家バンク等、公共機関による入居希望者への…

⑥ その他

(件)

① 維持管理を安心して委託できる仕組みや組

織・業者の紹介

② 空き家解体費の支援に関する情報提供

③ 相続・権利関係等の法律に関する相談窓口

の紹介

④ 残存家財の片付け・処分等のサービスの情報

提供

⑤ 空き家バンク等、公共機関による入居希望者

への空き家情報の提供

⑥ その他



34 

 

４．島本町が抱える空家の課題 

本町における空家の現状から、今後、空家対策を進めていく上での課題につ

いて、次のように整理しました。 

 

（１）空家の増加についての課題 

① 高齢化とともに増加する空家 

本町では、人口は短期的には増加傾向にありますが、長期的には減少し

ていく傾向にあります。また、高齢化は進行しており、高齢者の数は年々

増加を続けています。一方、世帯数は増加していますが、核家族化によっ

て世帯規模が小さくなり、今後、住宅の所有者等の高齢化や単身高齢者世

帯の増加が予測されます。 

一般的に、戸建住宅の持ち家である場合、高齢となった所有者が病気で

入院したり、介護福祉施設に入所したりすることがきっかけで、空家とな

るケースが多くみられます。また、所有者自身が亡くなり、生前、親が所

有していた家を子が相続しても、相続した家に子世帯が居住するとは必ず

しも限りません。 

 

② 空家にしないために誰にどう引き継ぐか 

住む人がいなくなった家を誰にどう引き継ぐか、また、空家の発生を予

防するには、空家となる前の段階から、所有者等が自らの財産を次の世代

へ適切に引き継ぐことが重要です。 

所有者等が将来的に空家となる可能性やそこで起こりうる問題を認識

したうえで、土地・建物の登記や権利関係の確認など、相続対策について

の話し合い等を早い段階から準備するように啓発する必要があります。不

動産登記の手続に費用がかかることから所有権移転登記を行わず、後にな

って権利関係が複雑になり、売却や処分が困難になることもあります。 

また、空家となってから長期間経過し、所有権移転登記がされていない

ため、現在の所有者や相続者、管理者等がすぐに判明しない場合もあり、

これらの特定には相当な労力と時間を要することになります。 
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（２）空家の適切な管理についての課題 

① 所有者等の情報不足 

アンケート調査では、建物管理者の約 7 割以上が 60 歳以上の高齢者が

占めています。空家の管理は、所有者等が自ら行うことが望ましいですが、

高齢であったり、遠方に居住している等の理由から、体力的にも経済的に

も維持管理が大きな負担となっている所有者等もいます。 

現地調査では、樹木や雑草が繁茂している空家が多くありましたが、実

際、樹木や雑草は、一度手入れをしても時間の経過で再び繁茂した状態と

なり、継続的な維持管理が必要となります。 

適切な管理が行われずに管理不全な状態となった空家をそのままにし

ておくと、建物の倒壊や部材の飛散による危険性、不特定者の侵入による

火災や犯罪の恐れ、樹木・雑草の繁茂やごみ等による衛生上の問題、ひい

ては地域の魅力を低下させる等、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしま

す。 

空家の管理不全が原因で、隣家に損害を与えたり、地域住民に危害を及

ぼした場合は、空家の所有者等は被害者に対して、その損害を賠償する責

任（民法 717 条）を負う可能性もあります。 

空家の維持管理のノウハウ、管理代行サービス等の情報、空家を放置す

ることで起こりうるリスク等、所有者等への情報提供が必要となります。 

 

② 建物の老朽化や耐震性の課題 

アンケート調査では、およそ 30～49 年前に建築された建物が約 4 割、

50 年以上前に建築された建物が約 3 割以上ありました。とりわけ、昭和

56（1981）年以前の旧耐震基準で建築された建物は、その多くが耐震性

に問題があると考えられます。 

空家は、居住者がいないため、災害に対する備えが不十分であることが

多く、損傷がある空家が補修されずに放置されると、台風や地震等、その

後に発生する自然災害によって更に被害を及ぼす恐れもあり、災害に備え

た所有者等への意識啓発も必要となります。 
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（３）空家の利活用についての課題 

① 利活用が難しい物件をどうするか 

築年数が経過した空家の中には、世帯規模に応じた間取りや広さでない、

駐車スペースがない、敷地と接する道路が狭い、耐震性に不安がある等、

現在の生活スタイルに合わないものも多くみられます。 

現地調査では、本町に存する空家のうち未接道が 24 件、市街化調整区

域に存する空家が９件、駐車スペースの無い空家が 83 件存在するなど、

これらは中古住宅市場における需要が弱いと考えられ、このような物件は、

利活用できずにそのまま存置され、管理不全な状態になることも懸念され

ます。 

敷地に一定の面積があれば、建物を解体し、跡地を造成することで再建

築が可能となりますが、無接道敷地のように活用が困難な物件の場合、そ

の対応が非常に難しい課題となります。 

 

② 所有者等の心理的側面 

アンケート調査では、「解体して更地になると固定資産税が上がる」、「ど

こに相談したらよいか、誰に頼めばよいか分からない」、「愛着があり他人

には賃貸、売却できない」、「仏壇や荷物が置いたままであり、その処分に

困っている」などの回答が多くありました。 

また、空家に対する愛着や他人が利用することへの不安を抱く所有者等、

利活用の意向があっても誰に相談すればよいか分からない所有者等、ある

いは固定資産税の住宅用地特例による税軽減を継続するための「税金対策」

と考えて空家のままにしている所有者等も一定数存在します。 

このような空家の所有者等が抱える様々な心理的問題を取り除くため

の支援や、固定資産税に対する正しい認識を伝える等、庁内関係部署や関

係団体等と連携した総合的な支援体制の整備が望まれます。 

 

③ マンション・長屋の空室問題 

本町に多く存在するマンション・長屋の空室は、空家法の対象外となっ

ており、管理不全な状態となった場合に空家法に基づく措置等が行えない

ことから、国・大阪府の動向に合わせて、適切な管理の対策に取り組む必

要があります。 
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第３章 基本方針 

１．基本的な考え方 

地域住民の生活環境の保全を図るため、管理されていない空家が、防災・安

全、環境、景観等の面から、地域住民の生活環境に悪影響を及ばさないよう、

町、空家の所有者等、関係団体等が協働して、空家の発生抑制、適切な管理、

利活用の促進に取り組むものとします。 

 

２．空家等対策の基本方針 

本町の空家に関する基本方針として、次の 3 つの方針を定め、空家等対策

の具体的な取組を実施していきます。 

空家等対策の基本方針 

 

空
家
に
関
す
る
課
題

空家の

利活用
の促進

空家の

増加
についての

課題

空家の

適切な
管理

についての
課題

空家の

利活用
についての

課題

予防対策 管理対策 利活用対策

空家の

適切な
管理

空家の

発生抑制
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向
性
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等
対
策
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（１）空家の発生抑制 

空家の数が増加すると地域の魅力や活力も低下します。将来も安心して長

く住み続けられる町として、良好な住環境の維持や定住の促進が重要となり

ます。 

空家等対策の基本は、何よりまず空家を発生させないことであり、空家とな

る前の段階から、所有者等に限らず住民全体に広く情報発信を行い、将来的に

空家となる可能性やそこで起こりうる問題についての意識啓発や理解促進を

図ります。 

 

（２）空家の適切な管理 

空家の所有者等に対して適切な管理を促すために、空家の維持管理のノウ

ハウ、管理代行サービス等の情報、空家を放置することで起こりうるリスク等

の情報提供を行い、町、空家の所有者等、地域の自治会、関係団体等の協働に

よる空家の維持管理に向けた体制づくりを検討します。 

また、地域の安心・安全を確保するために、管理不全な状態になった空家に

ついては、適切な管理を行うように情報提供や助言をし、状態の改善を働きか

けるための対応を行います。 

 

（３）空家の利活用の促進 

空家を利活用することは、空家の増加を抑制するのは勿論のこと、居住環境

の向上や活性化、さらには、地域コミュニティにおける課題解決や移住・定住

の促進等、魅力あるまちづくりに生かされる可能性を秘めています。 

本町では、このような空家を貴重な地域の資源と捉え、空家の利活用につい

て、市場流通やマッチングの仕組の検討、改修や耐震化の促進、空家を利活用

するための関係団体との連携等、国や大阪府の動向、他自治体の先進事例等を

踏まえ、空家の利活用を促進します。 

 

  



39 

 

第４章 空家問題に対する具体的施策（想定される対

応策） 

１．空家の発生抑制 

（１）住民意識の醸成・啓発 

① 町ホームページ、広報等による情報発信 

空家又は空家になる可能性のある建物の所有者等に対し、町ホームペー

ジ、広報誌等により空家に関する相談等の情報発信を推進します。 

② 府や町の取組を紹介するリーフレットの作成・配布 

府や町の空家等対策の支援等の取組を紹介するリーフレットの作成・配

布を実施します。 

③ 固定資産納税義務者への啓発チラシの送付 

空家の所有者等に対して、大阪版・空家バンク（46 ページ参照）の紹介、

空家の適切な管理等に関するパンフレット等を庁舎窓口や公共施設で配

布するとともに、固定資産税納税義務者へ送付することを検討します。 

④ 住まいや相続等、専門分野における諸団体と連携した相談会の開催 

町内の空家所有者・管理者等が抱える悩み・心配事について、法律関係・

建築関係・不動産関係等の専門家団体から、相談内容に応じた個別アドバ

イスを受けることができる相談会の開催を検討します。 

⑤ 空家の発生を抑制するための特例措置の周知 

平成 28 年度（2016 年度）の税制改正により創設された「被相続人の居

住財産に係る譲渡所得の特別控除の特例」（空家の譲渡所得の 3,000 万円

特別控除）について、広く周知に努めます。 

⑥ 住宅の耐震化工事への補助 

耐震診断・耐震改修等を行い、住宅を良好な状態に維持することで、使

用しなくなった際においても売却や賃貸の可能性が高まり、これらは新た

な空家の発生の抑制につながるため、旧耐震基準で建築された木造住宅等

への耐震診断や耐震改修等補助制度の周知に努めます。 
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解説（島本町における耐震に関する補助の概要） 

○耐震診断補助制度（家の状態把握） 

＜補助対象建築物＞ 

・昭和56年５月31日以前に建築された住宅又は特定既存耐震不適格建築物のうち一

定要件を満たす建築物 

＜補助対象者＞ 

・建築物の所有者又は建築物の管理組合（区分所有の場合） 

種類 区分 補助内容 

木造住宅 

耐震診断技術者に 
心当たりがない場合 

町から民間の耐震診断技術者を派遣 
所有者の負担額：5,000 円 

耐震診断技術者に 
心当たりがある場合 

耐震診断に要した費用の 11 分の 10 の額 
１戸当たり５万円と 1,100 円/㎡のいずれ
か低い額 
所有者の負担額：5,000 円（別途必要な場
合あり） 

木造以外の 
住宅 

戸建住宅 
25,000 円と診断費用等の２分の１の額のい
ずれか低い額 

共同住宅 
1 戸当たり 25,000 円として算出した額と
診断費用等の 2 分の 1 の額のいずれか低い
額（限度額 1,000,000 円） 

特定既存耐震
不適格建築物 

 
1,332,000 円と診断費用等の３分の２の額
のいずれか低い額 

 

○耐震設計補助制度（家の補強計画）、耐震改修補助制度（家の補強） 

＜補助対象建築物＞ 

・昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅（長屋・共同住宅・併用住宅を含む） 

・耐震診断の結果、「倒壊する可能性が高い」又は「倒壊する可能性がある」と判断

されたもの（耐震評点1.0未満） 

＜補助対象者＞ 

・対象住宅の所有者で、申請時の直近の課税所得金額が5,070,000円未満の方 

・区分所有建築物の場合、建物の区分所有等に関する法律第3条に規定する団体 

＜補助対象となる耐震設計・改修＞ 

・耐震評点を0.7以上まで引き上げる工事の設計・改修 

・2階建以上の住宅の1階部分の耐震評点を1.0以上まで引き上げる工事の設計・改修 

・公的機関により性能が確認されたシェルター設置等を行うための改修 

種類 補助内容 

耐震設計 1 戸当たり上限 10 万円（耐震設計に要する費用の 7 割を限度） 

耐震改修 

1 戸当たり上限 70 万円（耐震改修工事に要する費用が 70 万円未
満の場合は、その額） 
※世帯の年間所得の合計により、耐震改修補助額の上限が 90 万円
となる場合あり。 

 

  



41 

 

 

○除却補助制度（家の取壊し） 

＜補助対象建築物＞ 

・昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅（空家を含む） 

・耐震性が不足すると判断できる建築物 

＜補助対象者＞ 

・対象住宅の所有者で、資産（預貯金及び有価証券）の額が1,000万円以下の方 

＜補助対象となる工事＞ 

・木造住宅の全部を除却する工事 

種類 補助内容 

除却 
1 戸当たり上限 40 万円（除却工事に要する費用が 40 万円未満の
場合は、その額） 

（注）令和２年（2020年）４月時点の補助制度の予定内容です。 

 

⑦ 遺言書作成や相続登記の重要性を周知する仕組の検討 

空家が発生する原因の一つに、遺産分割が未解決で権利関係が定まらず、

手続きが先送りにされている場合がみられます。また、近年、相続登記が

行われないことで所有者等の把握が困難な所有者不明土地問題が顕在化

しており、空家が増える一因にもなっています。このようなトラブルを防

ぐため、人生の節目に家族と話し合って遺言書を作成する仕組や、相続登

記の重要性を所有者等に周知する仕組を、本町と関係機関等との連携によ

り検討します。 

⑧ 空家の利活用に資する建築基準法の改正等の周知 

建築基準法の改正により、戸建住宅等の福祉施設等への用途変更に伴う

制限が合理化されたことについては、空家の利用促進を図ることに寄与す

ると考えられるため、その内容に関して住民への周知を行います。また、

今後、空家の発生抑制や利活用に資する法改正があった場合についても住

民への周知を行います。 

※ 建築基準法改正の概要（戸建住宅等の福祉施設等への用途変更関連） 

・ 戸建住宅等（延べ面積 200 ㎡未満かつ階数３以下）を福祉施設等とする場合に、

在館者が迅速に避難できる措置を講じることを前提に、耐火建築物等とすること

を不要とされた。 

・ 用途変更に伴って建築確認が必要となる規模が見直された（不要の規模上限を

100 ㎡から 200 ㎡に見直し）。 
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（２）持ち家に居住する高齢者への啓発活動 

① 所有者等に限らず、高齢者が多く参加するイベントでの周知活動 

  （空家問題や本計画の内容、将来の相続への備えの重要性等） 

高齢者が多く参加するイベントでのチラシ・パンフレットの配布等によ

り、空家問題や将来の相続への備えの重要性等を周知し、空家の発生予防

を推進します。 

② 福祉部門と連携した相談体制の構築 

高齢者との接点が多い福祉部門において、高齢者から所有物件の管理や

相続・遺言等の相談があった場合、速やかに相談に対応するため、空家担

当部門と福祉部門との連携による相談体制を構築します。 
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２．空家の適切な管理 

（１）住民意識の醸成・啓発 

① 町ホームページ、広報等による情報発信〔前掲〕 

② 府や町の取組を紹介するリーフレットの作成・配布〔前掲〕 

③ 固定資産納税義務者への啓発チラシの送付〔前掲〕 

④ 住まいや相続等、専門分野における諸団体と連携した相談会の開催

〔前掲〕 

⑤ 空家の発生を抑制するための特例措置の周知〔前掲〕 

⑥ 住宅の耐震化工事への補助〔前掲〕 

 

（２）所有者等による適切な管理の促進に向けた取組 

① 「大阪の住まい活性化フォーラム」と連携した相談体制の充実 

「大阪の住まい活性化フォーラム」と連携し、相談体制の充実を図りま

す。 

② 空家の管理や活用方法に関する所有者等向け相談会の開催 

町内の空家の所有者・管理者等が抱える悩み・心配ごとについて不動産

事業者、司法書士、建築士等の専門家から、相談内容に応じた個別アドバ

イスを受けることができる相談会の開催を検討します。 

 

（３）管理不全な空家の所有者等への対応 

① 管理不全な空家の所有者等に対する適切な管理を促す情報の提供

や助言 

周辺環境に悪影響を与えている管理不全な空家の所有者等に対して、適

切な管理を促すため、必要に応じ空家法第 12 条に規定する情報の提供、

助言その他必要な支援を推進します。 

② 固定資産税の課税の適正化の検討 

管理不全状態にある空家の適切な管理と除却を促進するため、住宅とは

認めることができない建物の基準を定め、管理不全空家で基準に該当する
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場合、その敷地にかかる固定資産税の住宅用地特例の適用を除外するとと

もに、その建物を除却した場合は、適用除外によって固定資産税が増額す

る金額に相当する金額を一定期間減免する制度の創設等を検討します。 

③ 空家管理サービス事業者等に関する各種情報の提供 

空家管理サービス事業者やシルバー人材センター等と連携し、見回りや

除草等の追加サービスなど空家の適切な管理について利用できるサービ

スを空家所有者等へ情報提供を行うことにより、空家の適切な管理を推進

します。 
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３．空家の利活用の促進 

（１）空家の流通促進 

① 不動産事業者紹介制度の創設 

  （宅地建物取引業協会、全日本不動産協会等との連携） 

空家の売却又は賃貸に関し、あらかじめ町と不動産事業者との間で連携

体制を構築し、空家所有者等から売却等の相談があった際、町を介在して

相談者に不動産業者を紹介する「不動産事業者紹介制度」を創設し、空家

の中古住宅市場における流通を促進します。 

不動産事業者紹介制度の概要（イメージ） 

 

  

空家の所有者

不動産事業者団体（空家利活用に関する相談対応）

① 情報提供シート提出

④ 事業者決定の通知

③

事
業
者
選
定

島本町

⑤

相
談
対
応

売りたい

貸したい

②

情
報
提
供
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② 空家バンクの運用による利用促進 

空家バンクとは、主に自治体や自治体から委託を受けた団体によって運

営され、空家の所有者と利用希望者のマッチングを行う仕組です。 

国は、平成 30（2018）年４月に「全国版空き家・空き地バンク」にお

いて空家に関する情報の一元化を行っています。また、大阪府は、民間団

体や事業者等からなる「大阪の住まい活性化フォーラム」が設置した「大

阪版・空家バンク」で、府内市町村等が設置する空家バンク情報とともに、

大阪の住まいやまちの魅力を発信しています。 

本町では、空家の中古住宅としての流通促進を図るため、国・大阪府と

の連携を図りつつ、利用者にとって使いやすい空家バンクの運用について

検討します。 

③ 建物現況調査（インスペクション）の情報提供 

  （建築士事務所協会、建築士会等との連携） 

建物現況調査（インスペクション）とは、建物の専門家の見地から、住

宅の劣化状況、欠陥の有無、改修すべき箇所やその時期、おおよその費用

などを見きわめ、アドバイスを行う業務です。建物現況調査が行われた空

家は、建物の詳細な情報が把握されることから、中古住宅市場における取

引がスムーズに進む可能性があります。本町では、このような建物現況調

査（インスペクション）について、建築士事務所協会、建築士会等との連

携を取りながら情報提供を推進します。 

④ 不動産の賃貸・売買に関する相談体制の整備等 

空家を中古住宅として流通させたいと希望する所有者等からの相談に

対応するため、不動産業者等の民間事業者やＮＰＯ等と連携して、専門的

な知識やノウハウ等を詳しく紹介する相談会やセミナー等の開催や中古

住宅市場の活性化を図るため、不動産業者等との情報共有のあり方につい

て検討します。 

⑤ 信頼性の高いリフォーム事業者の情報提供 

  （大阪府住宅リフォームマイスター制度） 

国では、住宅リフォーム事業の健全な発達と消費者が安心してリフォー

ムを行うことができる環境の整備を図るために、「住宅リフォーム事業者

団体登録制度」を創設しています。また、大阪府では、安心して住宅リフ
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ォームが行えるよう、「大阪府住宅リフォームマイスター制度」を創設し、

大阪府が指定した非営利団体「マイスター登録団体」が、一定の基準を満

たす「マイスター事業者」を紹介しています。 

本町では、これらの制度等を利用して、信頼性の高いリフォーム事業者

の情報提供に努めます。 

 

（２）財産管理の支援 

① 相続の問題で利活用が滞った空家の流通促進に向けた相談体制の

整備 

相続の問題で利活用が滞った空家については、法律関係の団体との連携

を図ることにより、相続問題等の解決を促すことを目的とした無料相談会

の開催等を検討します。 

② 「マイホーム借上げ制度」に関する情報提供 

  （一般社団法人移住・住みかえ支援機構（JTI）） 

一般社団法人移住・住みかえ支援機構(JTI)が提供するマイホーム借上げ

制度は、50 歳以上の方の自宅を対象とし、その自宅を機構が借上げて子育

て世代等に転貸するものです。基本的に終身で、安定した家賃が保証され

るので空室の心配をすることなく老後の資金を確保できます。 

本町では、このマイホーム借上げ制度の普及に努めます。 

マイホーム借上げ制度の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

万が一の  場合の保証 

・公的制度に基づく安定した 

 家賃収入 

・入居者との契約終了時に 

 解約可能 

・土地、建物は子供に相続 

・良質な借家の循環 

・敷金なし、壁紙など自ら 

 一定の改修可 

・入居を継続したい場合は 

 優先して再契約 高齢者住宅財団の基金 

マイホームを 

貸したい人 

 

制度利用者 

賃貸物件を 

借りたい人 

 

子育て世代等 

移住・住みかえ 

支援機構 

 

(JTI) 

借家契約 

賃料支払い 

定期借家契約 

賃料収入 
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（３）空家の利活用に向けた環境整備 

① 空家の利活用促進を目的としたセミナーの開催 

空家の多くを占める戸建住宅の利活用は、住宅として活用するほか、改

修することで店舗や事務所など他の用途による利用も考えられます。また、

空家を利活用するに際し、事前に建築・金融・税金・補助金等の各制度の

知識も必要です。本町では、町内に存する空家の利活用を促進するため、

これらの情報提供を目的としたセミナーを開催します。 

② 利活用可能な空家ストックの情報管理 

空家等実態把握調査等により把握した本町内の空家から利活用が可能

と思われる空家を抽出し、利活用が可能な空家については、所有者等の意

欲を喚起し、空家を中古住宅として適切に流通させることや、地域の資源

として利活用する等、空家に関する情報を整理したうえで空家の利活用に

向けた具体的施策を検討します。 

③ 立地条件を生かしたコワーキングスペース、シェアオフィス等の検

討 

コワーキングは、カフェのようにオープンなワークスペースを共同で利

用する形態を指します。シェアオフィスは、複数者と執務ブースや会議室

をはじめオフィス機能やコピー機などを共有する形態を指します。いずれ

も月極や時間で借りるオフィススペースで、仕事場を低コストで利用でき

るメリットがあります。 

本町では、空家や共同住宅の空室をコワーキングスペース、シェアオフ

ィス等に用途転用することにより新たなオフィス需要の創出について検

討します。 

④ マンション・長屋の空室に関する対策 

戸建住宅や店舗等の空家だけではなく、マンション・長屋における空室

についても今後増加することが懸念されますが、マンション・長屋の一部

に空室があってもすべてが空室とならない限り空家法にいう「空家等」に

は該当しません。本町では、このようなマンション・長屋の空室について

も利活用を進めることが町の活性化や建物の適切な管理に有用と考え、本

計画では空家の利活用において、対象とする「空家」にマンション・長屋

の「空家空室等」も含めています。今後、空家空室等の利用促進のため、
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不動産事業者紹介制度に加え、中古住宅市場の活性化や他の用途による利

用方法等について検討します。 

⑤ 空店舗の活用に関する対策 

商店街等の空店舗が増加することは、商業的な活性化の減退に繋がるだ

けでなく、町のにぎわいづくりの減退にも繋がります。 

本町では、今後も商店街等の商工業者、商工会、行政が密接に連携し、

町の活性化やにぎわいづくりも含めた観点から、空店舗の解消や活用方法

等について検討します。 
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第５章 管理不全な空家への対応 

空家は、個人の財産であり、所有者等が自ら適切な管理に努めることが原則

です。しかし、管理不全な状態となった空家は、地域住民の生活環境に悪影響

を及ぼすことが懸念され、早期の対処が必要となります。 

本町では、空家法に定める規定に基づき、住民の安全・安心を守るために、

町内における管理不全な空家の状態や周辺への影響の度合い、危険の切迫性

等を総合的に判断し、必要な措置を実施します。 

 

１．管理不全な空家に対する初動対応 

地域住民からの相談や情報提供、空家等実態把握調査等により、町が管理不

全な空家を把握した場合は、町職員の外観目視による現地調査や写真撮影に

加え、地域住民への聞き取り等を行い、空家の状態や周辺への影響の度合い等

の状況把握を行います。 

また、登記簿謄本、住民票、戸籍謄本、固定資産税の納税者情報等を利用し

て、管理不全な空家の所有者等を特定に努めます。 

 

２．所有者等への情報提供、助言 

１．の結果、改善が必要と認められる場合は、空家法第 12 条に基づき、所

有者等に連絡を取って、管理不全な空家の現状を伝えるとともに、今後の改善

に向けて適切な管理を促すための情報提供や助言を行います。 

その際、所有者等の事情（改善に向けた考え、処分や活用の意向等）や空家

の状況（建物や敷地、接道等）等、個々の事情の把握に努め、的確な解決策を

講じることができるよう、庁内関連部署と横断的に情報共有を行います。 
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３．特定空家等の判断 

（１）立入調査 

空家法第 9 条第２項では、特定空家等の措置（助言・指導、勧告、命令、代

執行）を実施する場合、必要な限度において、町職員又は町が委任した者が、

当該空家等と認められる場所に立ち入って調査することができると規定して

います。 

所有者等に対し、２．の情報提供や助言を行っても、改善が見られない場合

は、特定空家等に該当するかどうかを判断するために、敷地内に立ち入って状

態を詳しく調査し、必要に応じて建物内部の柱や梁等の状況を確認する等の

立入調査を行います。 

なお、立入調査を拒否・妨害等をした者は、20 万円以下の過料に処される場

合があります（空家法第 16 条第２項）。 

 

（２）特定空家等の判断 

特定空家等の判断については、国が定めた「「特定空家等に対する措置」に

関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」及び大阪府が作

成した「国特定空家等ガイドラインの運用に係る技術的助言」を参考に、本町

で定めた「島本町特定空家等判断基準」により、その空家の状況、周辺への影

響、危険の切迫性及び所有者等に対する助言等の経過を検討して、庁内関係部

署と協議を行い、今後、設置を予定している島本町空家等対策協議会（仮称）

の意見を踏まえた上で、総合的に判断します。 

特定空家等とは 

○そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

○そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

○適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

○その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

                     （空家法第 2 条第 2 項 抜粋） 
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特定空家等に対する措置のフロー 

 

 

 

正当な理由なく勧告に

係る措置をとらない 

（命令違反の場合）過料（50 万円以下） 

特定空家等の認定 

状態が改善されない 

命令内容を履行しない 

履行しても十分でない 

期限内に履行できない 

正確な情報の把握 

助言・指導（空家法第 14 条第 1 項）※

【※】 

勧告（空家法第 14 条第 2 項）※ 

命令（空家法第 14 条第 3 項）※ 

改善 

 ●検討事項 
  ①空家等の状況 ②周辺への影響 ③危険の切迫性 
  ④所有者等に対する指導等の経過 
 ●判断手順 
  庁内関係部署との協議、(必要な限度に応じて）立入調査 
  空家等対策協議会等への意見聴取 

空家に関する 
データベース 

再三の指導等にも関わ

らず改善されない 
認定しない 

認定する 

※ 

空
家
等
対
策
協
議
会
等
へ
の
意
見
聴
取 

改善 

改善 

改善 

事案の発生 住民からの相談・情報提供、実態調査等 

現地及び所有者等の調査（空家法第 9 条第 1 項、第 10 条） 

現地調査による空家の状態の把握、所有者等の特定・調査 

所有者等への情報提供、助言・指導（空家法第 12 条） 

所有者等による適切な管理を促す情報提供、助言・指導 

固定資産税等住宅用地特例の適用除外 

行政代執行 

過失なく措置

を命ぜられる

べき者を確知

することがで

きない場合 

 

確知できた所

有者等に措置

を講ずる権原

がない場合 

略式代執行 
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４．特定空家等に対する措置 

（１）助言・指導（空家法第 14 条第 1 項） 

対象となった特定空家等について、除却、修繕、立木竹の伐採その他周

辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう、所有者等へ助言

又は指導を行います。 

 

（２）勧告（空家法第 14 条第 2 項） 

助言又は指導を行った後も、なお特定空家等の状態が改善されない場合

は、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他、周辺の

生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう、所有者等へ勧告を行

います。 

勧告後は、特定空家等の状態が改善されるまで、固定資産税等の住宅用地に係

る特例の適用が除外されます。 

【表-12】 固定資産税等の住宅用地特例 

※ 住宅用地特例は翌年度から適用除外 

 

 

 

 

 

 

固定資産税 都市計画税

評価額×1/3 評価額×2/3

住宅用地の区分 住宅用地区分の範囲
住宅用地の特例率

小規模住宅用地
住宅1戸につき

200㎡までの部分
評価額×1/6 評価額×1/3

一般住宅用地

住宅1戸につき

200㎡を超える部分

（家屋の床面積の10倍まで）
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（３）命令（空家法第 14 条第 3 項） 

勧告を行った後も、所有者等が正当な理由なく、その勧告に係る措置を

とらなかった場合、特に必要があると認めるときは、相当の猶予期間を付

けて、その勧告に係る措置をとることを、所有者等へ命令します。 

所有者等が命令に従わない場合は、50 万円以下の過料に処されます（空家法

第 16 条第１項）。 

（４）行政代執行（空家法第 14 条第 9 項） 

必要な措置をとるよう命令を行った後も、所有者等がその措置を履行し

ないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても期限までに完了する

見込みがない場合は、行政代執行法（昭和 23 年法律第 43 号）の定めると

ころに従い、所有者等の負担において、行政代執行を実施します。 

行政代執行に要した費用は、特定空家等の所有者等が負担することになりま

す。 

 

（５）略式代執行（空家法第 14 条第 10 項） 

勧告に係る措置を命令する場合において、過失なくその措置の命令を受

けるべき者を確知できない場合（過失なく助言若しくは指導又は勧告を受

けるべき者を確知することができないために、命令することができないと

きを含む。）は、本町が自らその者が行うべき措置を実施し、又は本町が委

任した第三者が実施します。 

 

（６）所有者等が不在である場合の対応 

特定空家等の所有者等が確知できない場合は、不在者財産管理人の選任

申立て等の法的手続による対応や、略式代執行による措置の実施を検討し

ます。 
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５．危険予防措置 

特定空家等については、自然災害の発生等により、地域住民の生命、身体又

は財産に被害が及ぶ危険な状態が切迫し、緊急に危険を回避する必要がある

場合には、町が必要最低限の措置をとることができるよう検討します。 

 

６．他の法令による規制 

適切に管理されていない空家に対しては、空家法に限らず他の法令（建築基

準法、消防法、道路法、災害救助法、廃棄物処理法等）により必要な措置を講

じられる場合が考えられます。それぞれの法令の目的に沿って適切な措置を

講じ、その際、必要に応じて関係部署との連携を図るものとします。 

 

建築基準法に基づく保安上危険な既存不適格建築物等に対する措置 

【制度根拠】 建築基準法第９条の４、第 10 条 

①特定行政庁※は、そのまま放置すれば保安上危険となり、又は衛生上有害とな

るおそれがある既存不適格建築物等について、必要な指導及び助言をするこ

とができる。 

②特定行政庁※は、特殊建築物等のうち、そのまま放置すれば著しく保安上危険

となる恐れがある既存不適格建築物等について、必要な措置を勧告でき、当該

措置がとられなかった場合で特に必要と認めるときは命令をすることができ

る。 

③特定行政庁※は、現に著しく保安上危険な既存不適格建築物等について必要な

措置を命令することができる。 

④上記命令に基づく措置が講じられないとき等は代執行ができる。 

（※ 島本町の場合、特定行政庁は大阪府になります。） 

 

道路法に基づく禁止行為等に対する措置 

【制度根拠】 道路法第 43 条、第 44 条、第 47 条の 11・第 48 条、 

       第 71 条第 1 項・第 3 項 

○沿道区域における土地等の管理者の損害予防義務 

○道路保全立体区域内の制限 

○道路管理者等の監督処分 

⇒ 空家の敷地内の立木や工作物等が道路施設内に越境し、交通に支障を及ぼ

している場合等における適用が想定される。 
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消防法に基づく火災の予防のための措置 

【制度根拠】 消防法第 3 条、第５条、第５条の３、第９条 

○消防長、消防署長その他の消防吏員は、火災の予防に危険であると認める場合

に、みだりに存置された燃焼のおそれのある物件の除去等を所有者等に命ず

ることができる。 

○消防長又は消防署長は、建築物の構造又は管理等の状況について、火災の予防

に危険であると認める場合に、建築物の改修等を所有者等に命ずることがで

きる。 

○火災の予防のために必要な事項は、政令で定める基準に従い市町村条例でこ

れを定める。 

（※ 本町では条例において、空家に対する放火火災の防止を目的として、以下の措置

を所有者等に義務付けています。） 

●島本町火災予防条例 第 24 条第２項 空家の所有者又は管理者は、当該空家への侵入

の防止、周囲の燃焼のおそれのある物件の除去その他火災予防上必要な措置を講じな

ければならない。 

 

災害対策基本法に基づく応急公用負担等 

【制度根拠】 災害対策基本法第 64 条 

○市町村長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合であり、か

つ、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めた場合は、他人の土地、

建物その他の工作物を一時使用し、又は物件を使用し、若しくは収用すること

ができる。 

○市町村長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合であり、か

つ、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めた場合は、災害を受けた

工作物又は物件で応急措置の実施の支障となるものの除去等をすることがで

きる。 

 

災害救助法に基づく救助 

【制度根拠】 災害救助法第 4 条第 10 号、災害救助法施行令第 2 条第 2 号 

○災害救助法に基づく救助として、災害によって住居又はその周辺に運ばれた

土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているものを除去することが

できる。 

⇒ 例えば、都道府県知事は、当該市町村に災害救助法を適用した場合で、空家

の管理者が不明であったり、管理者自らの資力では除雪を行えない等により、

倒壊して隣接する住家に被害が生じるおそれがある場合、災害救助法に基づ

く障害物の除去として除雪することが想定される。ただし、後日、空家等の所

有者が判明した場合は、所有者に除雪に要した経費を請求することが原則。 

資料：国土交通省・総務省「空家等対策に係る関連施策等（個票）」（平成 31 年 4 月） 
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第６章 対策の実施体制 

１．総合相談窓口の設置 

所有者等や地域住民からの空家に関する相談や問い合わせは、都市計画課

に「空家相談窓口」を設置し、総合窓口として対応します（窓口対応、電話・

FAX による相談）。 

「空家相談窓口」に寄せられた相談や問い合わせは、内容に応じて担当部署

を紹介するとともに、専門家による対応が必要な場合は、「島本町空家等対策

協議会（仮称）」や、「大阪の住まい活性化フォーラム」との連携を図り、円滑

な対応に努めます。 

また、事案ごとにその後の経過・対処等を記録し、庁内関係部署で情報の共

有を行います。 

 

 

 

 

  

＜空家に関する総合的な相談窓口＞ 

  〒618-8570 島本町桜井二丁目１番 1 号 

  島本町 都市創造部 都市計画課 空家対策担当 
 

電話番号 ０７５－９６２－０３６０（直通） 

F A X ０７５－９６１－６２９８ 
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２．庁内連携体制の構築 

空家に関する問題は多岐にわたり、分野横断的であるため、庁内関係部署の

連携体制を構築し、総合的かつ効果的に本町の空家に関する施策を推進しま

す。 

また、実務者会議として「空家等対策調整会議」を開催し、関係部署間で情

報や課題を継続的に共有し、本町の空家対策に関する協議や調整を行います。 

【表-13】 庁内連携体制 

所管課 担当業務 

政策企画課 町の他の施策との調整に関すること 

危機管理室 防犯（空巣対策等） 

税務課 固定資産税の住宅用地特例の解除等 

いきいき健康課 高齢者からの空家の相談 

都市計画課 
（事務局） 

空家総合窓口、空家の管理、危険空家対策、建物耐
震補助等 

都市整備課 道路の安全確保 

にぎわい創造課 
空家の利活用、移住・定住、空家バンク等の相談窓
口等、商工業への新規参入、空き店舗対策等 

環境課 環境衛生（空家のごみ放置、草木繁茂、不法投棄等） 

警備第一課 
警備第二課 

放火の恐れがある建築物への対応 

 

 

３．島本町空家等対策協議会（仮称） 

本計画の変更に関する協議のほか、本計画の実施に関する協議、検証及び評

価、特定空家等の認定等を行うために、空家法第 7 条に基づき、町長のほか、

法務、不動産、建築等に関する専門家等で構成する「島本町空家等対策協議会

（仮称）」を設置することとしています。 
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４．関係団体との連携 

空家に関する諸問題の解決にあたっては、様々な分野における専門知識や

ノウハウを必要とします。そのため、専門家団体や関係事業者、関係行政機関

等との連携及び協力のもとに、空家の発生抑止、適切な管理、利活用に向けた

取組を進めます。 

【表-14】 大阪の住まい活性化フォーラム「空き家・住まいの相談窓口」 

総合相談窓口 

公益社団法人 大阪府建築士会 

公益社団法人 全日本不動産協会大阪府本部 

一般社団法人 大阪府宅地建物取引業協会 

一般社団法人 大阪府不動産コンサルティング協会 

一般社団法人 関西住宅産業協会 

一般社団法人 既存住宅・空家プロデュース協会 

（連携：ＮＰＯ法人 住宅長期保証支援センター／一般社団法人 関西建築業協議会） 

ＮＰＯ法人 人・家・街安全支援機構 

ＮＰＯ法人 信頼できる工務店選び相談所・求められる工務店会 

一般社団法人 日本住宅リフォーム産業協会近畿支部 

 

専門相談窓口 

団体名 相談の専門分野 

大阪司法書士会 

（大阪司法書士会相談センター） 

相続・権利関係 

大阪弁護士会 相続・成年後見・その他法律問題全般 

大阪府行政書士会 所在不明相続人の対処法・相続手続き 

近畿税理士会（もしもし税金相談室） 税務一般 

大阪土地家屋調査士会 土地境界 

一般財団法人 大阪住宅センター 
既存住宅保険（基本構造部分に瑕疵が発

生した場合の保険） 
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１．空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成26年11月27日法律第127号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は

財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進

するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を

含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家

等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施

策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他

の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は

管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管

理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環

境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等

をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空

家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努

めるものとする。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
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一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」

という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空

家等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用

の促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条

第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第

十項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関す

る事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、

情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うため

の協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町

村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市
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町村長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関

しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及

び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければ

ならない。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者

等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を

行うことができる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、

当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせる

ことができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる

場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にそ

の旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難で

あるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する

情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施

行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目

的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも

ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののため

に利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者

等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律

の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要

な情報の提供を求めることができる。 
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（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさな

いよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）

に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者

に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行

う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情

報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま

放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害

となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項に

おいて同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空

家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相

当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図

るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置

を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提

出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はそ

の代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長

に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することがで

きる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項

の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を
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行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定に

よって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、

前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利

な証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても

同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第

四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をし

てこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてそ

の措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助

言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため

第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、

その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者

に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行

うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者

若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国

土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができ

る。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又

は妨げてはならない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三

章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を

図るために必要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交

通省令・総務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対

する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に
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基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置

その他の措置を講ずるものとする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下

の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以

下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定

は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。 

（平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただ

し書に係る部分は、平成二七年五月二六日から施行） 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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２．空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針【概要】 

「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26 年法律第127 号）」第５条に基づき、国土交通大臣及び総務

大臣が定めることとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

１ 本基本指針の背景 
(1) 空家等の現状 
(2) 空家等対策の基本的な考え方 

①基本的な考え方 
・所有者等に第一義的な管理責任 
・住民に最も身近な市町村による空家等対策の

実施の重要性  等 
②市町村の役割 
・空家等対策の体制整備 
・空家等対策計画の作成、必要な措置の実施   

等 
③都道府県の役割 
・空家等対策計画の作成・実施等に関する市町村

への必要な援助の実施  等 
④国の役割 
・特定空家等対策に関するガイドラインの策定 
・必要な財政上の措置・税制上の措置の実施  等 

２ 実施体制の整備 
(1) 市町村内の関係部局による連携体制 
(2) 協議会の組織 
(3) 空家等の所有者等及び周辺住民からの相談体

制の整備 

３ 空家等の実態把握 
(1) 市町村内の空家等の所在等の把握 
(2) 空家等の所有者等の特定及び意向の把握 
(3) 空家等の所有者等に関する情報を把握する

手段 
・固定資産税情報の内部利用  等 

４ 空家等に関するデータベースの整備等 

５ 空家等対策計画の作成 

６ 空家等及びその跡地の活用の促進 

７ 特定空家等に対する措置の促進 
・ガイドラインを参照しつつ、「特定空家等」

の対策を推進 

８ 空家等に関する対策の実施に必要な財政上 

・税制上の措置 
(1) 財政上の措置 
(2) 税制上の措置 

・空き家の発生を抑制するための所得税等の
特例措置 

・市町村長による必要な措置の勧告を受けた
「特定空家等」に対する固定資産税等の住
宅用地特例の解除 

 

２ 空家等対策計画に関する事項 

１ 効果的な空家等対策計画の作成の推進 

２ 空家等対策計画に定める事項 
(1) 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策

に関する基本的な方針  ・重点対象地区の設定、空家等対策の優先順位の明示  等 
(2) 計画期間  ・既存の計画や調査の実施年との整合性の確保  等 
(3) 空家等の調査に関する事項  ・対象地区、期間、対象など調査内容及び方法の記載  等 
(4) 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 
(5) 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 
(6) 特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項 
(7) 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 
(8) 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

・各部局の役割分担、組織体制、窓口連絡先などの記載  等 
(9) その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

・対策の効果の検証、その結果を踏まえた計画の見直し方針  等 

３ 空家等対策計画の公表等 

 

３ その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

１ 空家等の所有者等の意識の涵養と理解増進 

２ 空家等に対する他法令による諸規制等 

３ 空家等の増加抑制策、利活用施策、除却等に対する支援施策等 
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３．「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針(ガイドライン)【概要】 

市町村が「特定空家等」の判断の参考となる基準等及び「特定空家等に対する措置」に係る手続について、参考

となる考え方を示すもの。 

 

第１章 空家等に対する対応 

１ 法に定義される「空家等」及び「特定空家等」 

２ 具体の事案に対する措置の検討 
(1) 「特定空家等」と認められる空家等に対して法の規定を適用した場合の効果等 

・固定資産税等の住宅用地特例に関する措置 
(2) 行政関与の要否の判断   (3) 他の法令等に基づく諸制度との関係 

３ 所有者等の特定 

 

第２章 「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

・「特定空家等に関する措置」を講ずるか否かについては、(1)を参考に、(2)及び(3)に示す事項
を勘案して、総合的に判断。 

(1) 「特定空家等」の判断の参考となる基準 
・空家等の物的状態の判断に際して参考となる基準を〔別紙１〕～〔別紙４〕に示す。 

(2) 周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 
(3) 悪影響の程度と危険等の切迫性 

 

第３章 特定空家等に対する措置 
 

１ 適切な管理が行われていない空家等の所有 

  者等の事情の把握 

２ 「特定空家等に対する措置」の事前準備 
(1) 立入調査 

・明示的な拒否があった場合に、物理的強制力
を行使してまで立入調査をすることはでき
ない。 

・空家等を損壊させるようなことのない範囲
内での立入調査は許容され得る。 

(2) データベース(台帳等)の整備と関係部局へ
の情報提供 

・税務部局に対し、空家等施策担当部局から常
に「特定空家等」に係る最新情報を提供 

(3) 特定空家等に関係する権利者との調整 
・抵当権等が設定されていた場合でも、命令等

を行うに当たっては、関係権利者と必ずし
も調整を行う必要はない。 

３ 特定空家等の所有者等への助言又は指導 
(1) 特定空家等の所有者等への告知 
(2) 措置の内容等の検討 
４ 特定空家等の所有者等への勧告 
(1) 勧告の実施 

・固定資産税等の住宅用地特例から除外され
ることを示すべき。 ・勧告は書面で行う。 

・措置の内容は、規制目的を達成するために必
要かつ合理的な範囲内 

(2) 関係部局への情報提供 

５ 特定空家等の所有者等への命令 
(1) 所有者等への事前の通知 

(2) 所有者等による公開による意見聴取の請求 
(3) 公開による意見の聴取 
(4) 命令の実施  ・命令は書面で行う。 
(5) 標識の設置その他国土交通省令・総務省令 

で定める方法による公示 

６ 特定空家等に係る代執行 
(1) 実体的要件の明確化  (2) 手続的要件 
(3) 非常の場合又は危険切迫の場合 
(4) 執行責任者の証票の携帯及び呈示 
(5) 代執行の対象となる特定空家等の中の動   

産の取扱い      (6) 費用の徴収 
７ 過失なく措置を命ぜられるべき者を確知す  

ることができない場合 
(1) 「過失がなくて」「確知することができない」 
  場合 

・不動産登記簿情報、固定資産税情報等を活用
せずに、所有者等を特定できなかった場合、
「過失がない」とは言い難い。 

(2) 事前の公告 
(3) 代執行の対象となる特定空家等の中の動産 
  の取扱い 
(4) 費用の徴収 

・義務者が後で判明したときは、その者から費
用を徴収できる。 

８ 必要な措置が講じられた場合の対応 
・所有者等が、勧告又は命令に係る措置を実施

し、当該勧告又は命令が撤回された場合、固
定資産税等の住宅用地特例の要件を満たす
家屋の敷地は、特例の適用対象となる。 
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ガイドライン〔別紙１〕～〔別紙４〕の概要 
空家等の物的状態の判断に際して参考となる基準を示すもの。以下は例示であり、これによらない場合

も適切に判断していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔別紙１〕 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上
危険となるおそれのある状態 
 

１ 建築物が著しく保安上危険となるおそれが
ある。 

(1) 建築物が倒壊等するおそれがある。 
イ 建築物の著しい傾斜 

・基礎に不同沈下がある  
・柱が傾斜している 等 

ロ 建築物の構造耐力上主要な部分の損傷等 
・基礎が破損又は変形している 
・土台が腐朽又は破損している 等 

(2) 屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがあ
る。 

・屋根が変形している 
・屋根ふき材が剥落している 
・壁体を貫通する穴が生じている 
・看板、給湯設備等が転倒している 
・屋外階段、バルコニーが腐食、破損又は脱落

している 等 

２ 擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 
・擁壁表面に水がしみ出し、流出している 等 

 

〔別紙２〕 

そのまま放置すれば著しく衛生上有害と
なるおそれのある状態 
 

(1) 建築物又は設備等の破損等が原因で、以下
の状態にある。 

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高
い状況である。 

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭
気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を
及ぼしている。 

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域
住民の日常生活に支障を及ぼしている。 
等 

(2) ごみ等の放置、不法投棄が原因で、以下の状
態にある。 

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生が
あり、地域住民の日常生活に影響を及ぼし
ている。 

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねず
み、はえ、蚊等が発生し、地域住民の日常生
活に影響を及ぼしている。 等 

 

〔別紙 3〕 

適切な管理が行われていないことにより
著しく景観を損なっている状態 
 

(1) 適切な管理が行われていない結果、既存の景観
ルールに著しく適合していない状態となって
いる。 

・景観法に基づき景観計画を策定している場
合において、当該景観計画に定める建築物
又は工作物の形態意匠等の制限に著しく適
合していない状態となっている。 

・地域で定められた景観保全に係るルールに
著しく適合しない状態となっている。 等 

(2) その他、以下のような状態にあり、周囲の景
観と著しく不調和な状態である。 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大
きく傷んだり汚れたまま放置されている。 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されてい
る。 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂
している。 等 

 

〔別紙 4〕 

その他周辺の生活環境の保全を図るため
に放置することが不適切である状態 
 

(1) 立木が原因で、以下の状態にある。 
・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行

者等の通行を妨げている。 等 
(2) 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の

状態にある。 
・動物のふん尿その他の汚物の放置により、臭

気が発生し、地域住民の日常生活に支障を及
ぼしている。 

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来
し、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすお
それがある。 等 

(3) 建築物等の不適切な管理が原因で、以下の状
態にある。 

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れて
いる等、不特定の者が容易に侵入できる状態
で放置されている。 等 
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４．島本町特定空家等判断基準 

 特定空家等に該当するか否の判断は、空家等の状況（下記事象の有無）、周辺への影

響、危険等の切迫性、所有者等に対する助言等の経過等を勘案し、庁内関係部署との協

議、必要に応じて空家等対策協議会等の意見聴取を踏まえ、総合的に行うものとする。 

 

① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

１．建築物が著しく保安上危険となるおそれがある。 

（１）建築物が倒壊等するおそれがある。 

イ 建築物の著しい傾斜 

ロ 建築物の構造耐力上主要な部分の損傷等 

（イ）基礎及び土台 

（ロ）柱、はり、筋かい、柱とはりの接合等 

（２）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある。 

（イ）屋根ふき材、ひさし又は軒 

（ロ）外壁 

（ハ）看板、給湯設備、屋上水槽等 

（ニ）屋外階段又はバルコニー 

（ホ）門又は塀 

２．擁壁が老朽化し危険となるおそれがある。 

 

② そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

（１）建築物又は設備等の破損等が原因で、以下の状態にある。 

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である。 

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地域住民の日

常生活に支障を及ぼしている。 

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼし

ている。 

（２）ごみ等の放置、不法投棄が原因で、以下の状態にある。 

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障

を及ぼしている。 

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生し、地域住

民の日常生活に支障を及ぼしている。
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③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

（１）既存の景観のルールに著しく適合しない状態にある。 

・大阪府景観計画に定める建築物又は工作物の形態意匠等の制限に著しく適合

しない状態となっている。 

・大阪府景観計画に定める景観計画区域における良好な景観の形成に関する方

針に著しく適合しない状態となっている。 

・大阪府屋外広告物条例に定める工作物の形態意匠等に著しく適合しない状態

となっている。 

・地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態となってい

る。 

（２）その他、周囲の景観と著しく不調和な状態にある。 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置され

ている。 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置さ

れている。 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 

・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 

 

④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

（１） 立木が原因で、以下の状態にある。 

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量

に散らばっている。 

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている。 

（２） 空家等に住みついた動物等が原因で、以下の状態にある。 

・動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼ

している。 

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民の日常生活

に支障を及ぼしている。 

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に支障を及

ぼしている。 

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼ

している。 

・住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境に悪影響を
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及ぼすおそれがある。 

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環境に悪影響

を及ぼすおそれがある。 

（３） 建築物等の不適切な管理等が原因で、以下の状態にある。 

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容易に侵入

できる状態で放置されている。 

・防火上問題となるガソリン等の可燃物が、敷地内に放置されている。 

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 
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５．空き家・住まいの相談窓口（大阪の住まい活性化フォーラム） 

＜総合相談窓口＞（令和 2（2020）年 3 月時点） 

団体名 
電話番号 

（受付時間） 
団体説明 

公益社団法人  
大阪府建築士会 

06-6947-1966 
(13 時～16 時) 

建物のプロフェッショナルである建築士
が、電話・面談・現地において、建物の疑
問点、耐震診断、インスペクション、リフ
ォーム、増改築、建て替えなど、建築に関
するあらゆる相談に対応いたします。 

公益社団法人  
全日本不動産協会 
大阪府本部 

06-6947-0341 
(10 時～16 時) 

業界最古の歴史を誇る不動産業者の全国
組織です。社会への貢献と業界の健全な発
展に寄与するよう活動しています。不動産
に関する相談に対応致します。 

一般社団法人 
大阪府宅地建物 
取引業協会 

0570-783-810 
(10 時～11 時 30
分／13 時～15

時 30 分) 

大阪府下最大の不動産団体です。不動産専
門の相談員が相談に対応いたしますので
お気軽にご相談ください。 

一般社団法人 

大阪府不動産 

コンサルティング協会 

06-6261-3340 
(10 時～16 時) 

不動産に関連する様々な免許や資格を持
つ専門家の集団であり、ワンストップで総
合的な相談を受けることが可能です。 

一般社団法人 
関西住宅産業協会 

06-4963-3669 
(9 時～17 時) 

総合建設業、地域ビルダー、建設管理業、
流通業など多様な事業者を擁しており、総
合的な相談をお受けします。大阪府住宅リ
フォームマイスター登録団体でもあります。 

一般社団法人 既存住宅・

空家プロデュース協会 

（連携：ＮＰＯ法人 住宅

長期保証支援センター／

一般社団法人 

関西建築業協議会） 

06-6941-2525 
(9 時～16 時) 

空き家の管理・活用を促進するための、建
築、不動産、法律、瑕疵保険の専門家集団
です。ワンストップ窓口として問題解決に
向けトータルにご相談をお受けします。 

ＮＰＯ法人  
人・家・街安全支援機構 

06-6456-1010 
(9 時～17 時) 

阪神淡路大震災を教訓に巨大地震に備え
て木造住宅の耐震化に向けた活動を行っ
ています。1000 人を超える一級建築士の
会員が在籍し、有識者とのネットワークも
活かして、相談に対応します。 

ＮＰＯ法人 信頼できる工
務店選び相談所・ 
求められる工務店会 

0120-46-5578 
(9 時～17 時) 

インスペクション、耐震診断・補強、高齢
者や障がい者の心身両面に配慮した改修、
省エネ化などの相談に対応し、建物性能向
上により地域の住環境を地元の工務店が
サポートします。 

一般社団法人  
日本住宅リフォーム産業
協会近畿支部 

078-801-2537 
(9 時～17 時) 

1983 年 10 月に設立された日本初、国内
最大の「リフォーム関連企業」の全国組織
です。国交省の住宅リフォーム事業者団体
に認定されていますので、お気軽にご相談
ください。 

※相談の受付は平日（土日祝、年末年始、夏季休暇中除く）のみです。
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＜専門相談窓口＞（令和 2（2020）年 3 月時点） 

団体名 電話番号 相談の専門分野 

大阪司法書士会 
（大阪司法書士会相談セ
ンター） 

06-6943-6099 相続・権利関係 

大阪弁護士会 06-6364-5500 相続・成年後見・その他法律問題全般 

大阪府行政書士会 06-6943-7501 所在不明相続人の対処法・相続手続き 

近畿税理士会 
（もしもし税金相談室） 050-5520-7558 税務一般 

大阪土地家屋調査士会 面談のみ 土地境界 

一般財団法人  
大阪住宅センター 

06-6253-0239 
既存住宅保険(基本構造部分に瑕疵が発
生した場合の保険) 
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